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第４章  計画の推進に向けて 

１ 障がいのある方がいきいきと安心して生活できる環境づくり 

（１）地域における支え合いの強化 

障がいのある方が地域で安全・安心な生活を送るためには、地域における孤立を防ぎ、地域

全体での支え合いが重要となります。 

そのため、地域における交流の場や身近な活動の場の整備を図り、身近にいる障がいのある

方の障害の程度や緊急時における支援の必要性などを地域の方が認識できる機会の提供に努

めます。 

また、障がいのある方の重度化や高齢化が進む中、障がいのある方が安全・安心に地域の中

で自立して生活できるように、必要な機能を集約した地域生活支援拠点の整備が求められてい

ます。 

さらに、精神障がいのある方の地域生活への移行を推し進めていくため、保健・医療・福祉

等の関係機関による協議の場の確保を目指し、函館市、七飯町との連携や渡島圏域での対応を

含め、精神障がいのある方の地域生活を支援する体制を検討していきます。 

 

（２）障害に対する理解促進及び障がいのある方への配慮 

障がいのある方が必要な配慮を受けることができるよう、今後も障害に対する理解を促進す

るための取組を進めていくことが重要です。 

広報などによる障害への理解を促進するための情報発信や、ポスター掲示などによるヘルプ

マーク等の普及啓発、小中学生を対象とした心のバリアフリー教室を行うなど、障害に関して

の理解を深めていくとともに、障害者差別解消法の施行を受け、障がいのある方が必要な配慮

を受けられるよう、体制整備に努めます。 

 

（３）障がいのある方の人権の尊重 

障がいのある方が社会の対等な構成員として人権を尊重され、自己選択と自己決定の下に社

会活動に参加・参画し、できる限り住み慣れた地域で自立して暮らすことができる環境づくり

に努めます。 
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２ 障がいのある方を支える持続可能な基盤づくり 

（１）達成状況の検証及び評価 

障がいのある方がいきいきと安心して生活できる環境づくりに取り組むため、各年度におい

て計画に対する実績を把握し、その時々の障害福祉施策や関連施策の動向、障がいのある方や

地域の実情などを踏まえながら、計画の分析・評価（PDCAサイクル）を行い、サービス量など

について必要がある場合には、計画の見直しなどを実施します。 

【ＰＤＣＡサイクルのプロセス】 

 

 

（２）支援体制の強化 

障害福祉施策の円滑な推進のため、障がいのある方、事業者、関係団体などによる自立支

援協議会を活用し、それぞれの考えや情報を共有し、連携強化を図るとともに、市の関係部

署や国、北海道、他市町村、町内会・自治会などとの連携、情報交換などにより福祉行政の

推進に努めます。 

  

基本指針に即して成果目標及び活動指標を設

定するとともに、障がい福祉サービスの見込

量の設定やその他確保方策等を定める。

計画（Plan）

計画の内容を踏まえ、事業を実施する。

実行（Do）

成果目標及び活動指標については、少なくと

も1年に1回その実績を把握し、関連施策の動

向も踏まえながら、計画の中間評価として分

析・評価を行う。

中間評価等の結果を踏まえ、必要があると認め

られるときは、計画の見直し等を実施する。

評価（Check）

改善（Act）
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（３）財政基盤の確立 

障害福祉の推進に必要な財源については、障がいのある方の意向や民間福祉事業者の事業

展開を踏まえ、国及び北海道との協議の上、適切に確保するように努めます。 

また、各種施策については国の動向や中長期的な財政状況のみならず、地域の状況なども勘

案しつつ、優先度の高いものから順に取り組むように努めます。 

 

（４）障害福祉サービスの提供に係る人材の確保 

高齢化による介護ニーズの増大や現役世代の減少に伴い、障害福祉サービスの提供に係る人

材の不足が深刻となっています。 

限りある人材の有効活用に取り組む中で、サービスの質を低下させずに現場の業務負担の軽

減を図る観点からは、生産性の向上・業務効率化や人材の専門性の発揮等が重要です。事業所

等と連携し、障害福祉サービスの提供に係る人材の確保及び現場における業務の効率化に取り

組みます。 

  


